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０．事業の概要 

本研究では、再生可能エネルギー電源の大量導入時代を見据え、電力系統安定と CO2 排出量削減を

両立する、機動性に優れ（起動時間の短縮、出力変化速度の向上、最低出力の引き下げ）、かつ部分

負荷帯も含めて高効率な GTCC 技術を実現するために必要な要素技術を開発することを目的とする。実現

の鍵となる数値解析技術、材料技術、燃焼技術、空力技術、制御技術、クリアランス制御技術などの具体

的な要素技術開発を実施する。また、ユーザにとって設備信頼性とコスト削減を両立させる上で重要となる、

合理的な設備保守技術の開発に向けた調査にも取り組む。並行して、他技術との経済性比較調査を行うと

ともに、後継となる実証研究計画の策定も進める。 

１．事業の位置 

付け・必要性に

ついて 

2050 年に CO2 排出量実質ゼロの目標が掲げられており、その達成に向けた手段の一つとして、再生可

能エネルギー電源（以下、再エネ電源）の増加が見込まれている。普及の拡大が予測される太陽光発電や

風力発電の出力は天候に大きく影響を受けるため、電力の安定供給を考えた場合、系統安定化が必要不

可欠である。 

火力発電は、需給調整や周波数調整など系統安定化に重要な役割を果たしている。2019 年 6 月に閣

議決定した「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」において、「火力発電については、再生可能エネ

ルギーに対応するための調整力としての役割が増してきている。このため、新設及び既設火力発電所の運用

改善・改修を通じて、より短時間での出力調整や部分負荷運転時の効率向上を図っていくことが重要であ

る」とし、火力発電の調整力としての重要性がさらに増していることが示されている。 

２．研究開発マネジメントについて 

  

事業の目標 

再エネ電源の大量導入時代を見据え、系統安定と CO2 排出量削減を両立する、下表のような機動性

に優れ（起動時間の短縮、出力変化速度の向上、最低出力の引き下げ）、かつ部分負荷帯も含めて高

効率な GTCC 技術を実現するために必要な要素技術を開発することを目的とする。 

なお、表中の定量値は、再生可能エネルギー大量導入時代の系統安定化対応先進ガスタービン発電設

備の研究開発(2016)で取り纏めた 2030 年における目標値である。 

 

 
起動時間 
（ﾎｯﾄｽﾀｰﾄ） 

出力変化速度 
1/2 負荷における定格か
らの効率低下（相対値) 

最低出力 

開発目標 10 分 20 %/分 -10 % 
10 % 

（一軸式） 

（参考） 
現状性能 

60 分 5 %/分 -15 % 45% 程度 
 

事業の計画内容 

主な実施事項 2018fy 2019fy 2020fy 2021fy 合計 

① 低負荷運用時の高

性能燃焼器の開発 
16 281 331 238 866 

② GT 全体制御技術 

の開発 
10 19 20 19 68 
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③ 軽量動翼の開発 11 39 39 60 149 

④ 軽量／長寿命 

ロータの開発 
10 23 31 30 94 

⑤ クリアランスコント 

ロール技術の開発 
3 42 52 55 152 

⑥ GTCC システムの 

成立性・性能評価 
15 42 51 52 160 

⑦ 機器損傷劣化と 

保守管理技術の 

調査 

3 4 2 3 12 

⑧ 既存技術との経済

性比較調査 
3 3 3 3 12 

⑨ 実証研究計画の 

策定 
4 4 3 4 15 

事業費推移 

(会計・勘定別に

NEDO が負担し

た実績額を記載) 

(単位:百万円) 

会計・勘定 2018fy 2019fy 2020fy 2021fy 総額 

特別会計 

（電源・需給の別） 
75 457 532 464 1,528 

総 NEDO 負担額 75 457 532 464 1,528 

（委託） 75 457 532 464 1,528 

開発体制 

経産省担当原課 資源エネルギー庁 資源・燃料部 石炭課 

プロジェクト 

リーダー 

一般財団法人電力中央研究所 

エネルギートランスフォーメーション研究本部 

プラントシステム研究部門長 研究参事 

渡辺 和徳 

プロジェクト 

マネージャー 

国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 

環境部 主査 新郷 正志 

委託先 

 

【委託先】 

一般財団法人電力中央研究所、三菱重工業株式会社 

【再委託先】 

国立大学法人京都大学、国立大学法人大阪大学、国立大学法人東京大学、

国立研究開発法人物質・材料研究機構、 

三菱パワー株式会社 

情勢変化への 

対応 

グリーンイノベーション成長戦略が発表され、2050 年には、発電量の約 50～60％を再エネで賄い、原子

力と火力は合わせて 30～40％とすることが示されており、出力変動が大きい再エネ電源が増加する一方で、

これまで出力調整のみならず慣性力といった調整力を担ってきた GTCC を含む大型発電機器が大幅に減少

することになる。 

これにより、本技術開発の重要性が高まり、早期の社会実装が望まれる。 
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評価に関する 

事項 

事前評価 
2018 年度「エネルギー・環境新技術先導プログラム／機動性に優れる広負荷帯高

効率ＧＴの開発」事後評価委員会として実施 

中間評価 ― 

事後評価 2021 年度 前倒し事後評価実施 

３．研究開発成果

について 

【事業全体】 

本プロジェクトでは、機動性に優れ、かつ部分負荷帯も含めて高効率な GTCC 技術を実現するために必

要な、燃焼器、制御、軽量動翼・ロータ、クリアランス制御等の要素技術を開発し、所期の目標を達成した。

実機を対象にこれら技術を導入し、技術実証に移行できるレベルに到達している。本プロジェクトにより、再エ

ネ導入拡大時における系統安定化と CO2 排出量削減に貢献する有力な技術の実現に大きく前進した。 

 

【主要研究開発項目】 

 高性能燃焼器の開発では、低負荷時の環境負荷性能を満足する燃焼器の仕様を選定し、改良設計

した実燃焼器での一酸化炭素低減効果を確認した。 

 GT 全体制御技術の開発では、燃料と空気の比を遅れなく制御する手法を立案／開発し、目標性能を

達成できる見込みを得た。 

 クリアランスコントロール技術の開発では、メタル温度制御によるクリアランス制御構造の概念設計を実

施。AI を駆使したバーチャルセンサによるクリアランス予測技術を開発した。 

投稿論文 「査読付き」4 件、「その他」20 件 

特 許 
「出願済」２件、（うち国際出願 1 件） 

特記事項：コア技術となる燃焼性向上について、基本特許を出願 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 
― 

４．成果の実用化

に 向 けた 取 組

及び見通しにつ

いて 

出力変化速度向上や最低負荷引き下げの改善に関する、部分負荷運用範囲を拡大ならびに高負荷変

化率に対応した燃焼器およびその制御技術、アクティブクリアランスコントロール技術については、実機適用に

移れる段階にある。軽量動翼や軽量/長寿命ロータについても、製造実証を経た後、市場導入していく計画

である。市場ニーズを捉えて順次実機適用を進められる見通しを得た。 

作成時期 2016 年 1 月 作成 
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５．基本計画に関

する事項 

変更履歴 2016 年 4 月 研究開発項目追加、スケジュール変更 

2016 年 9 月 研究開発項目追加、スケジュール変更 

2017 年 2 月 研究開発の目的・目標・内容の追加、知財マネジメント追加 

2017 年 5 月 研究開発実施体制変更 

2017 年 6 月 研究開発項目④の中間評価の実施項目追加 

2018 年 2 月 研究開発項目①の２）、３）の助成率を変更 

研究開発項目④次世代火力発電基盤技術開発９）機動性に

優れる広付加帯高効率ガスタービン複合発電の要素研究の内容を

追加 

2018 年 7 月 研究開発実施体制変更 

2018 年 9 月 ＰＬの変更、研究開発の実施期間の変更 

研究開発項目④９）について、目標値を補足。研究開発スケ

ジュール表の修正 

2019 年 1 月 研究開発項目②１）の助成率の変更、研究開発項目④９）の

最終目標を詳細な記載に変更 

2019 年 7 月 和暦から西暦へ表記修正、研究開発項目・スケジュール表の修正 

2020 年 2 月 基本計画の名称変更、基本計画「クリーンコール技術開発」の統

合による記載内容の移管 

2020 年 3 月 委託先等以外の第三者の土地に設置した資産の処分方法、

（５）その他において追記 

2020 年 7 月 研究開発の実施体制、研究開発項目の変更 

2020 年 9 月 研究開発体制変更 

2020 年 10 月  研究開発体制変更 

2021 年 1 月 研究開発の目的・目標・内容（１）（２）において内容の追加 

2021 年 5 月 研究開発体制変更 

2021 年 6 月 研究開発の目的・目標・内容（３）研究開発項目の名称変更 

2021 年 7 月 データマネジメントに係る運用における対象研究開発項目の変更 
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